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中小企業の最近の経営動向
一首都圏の集積構造の視点か ら一

岡 田 浩 一

1.問 題 の所 在

今時の長引 く不況のもとでは,小 規模企業で壊滅的 ダメージがあるといわれている。それは

すなわち,東 京の中小製造業にとろてのダメージと置 き換えることができる。なぜならそれは,

東京の産業構造の変化の過程で,形 成 されてきた製造業の集積構造の特徴に反映 している もの

であるか らである。大都市型産業集積を形成 している東京では,第3次 産業化が進展 し,製 造

業の比率 は低下する傾向が続いてきているが,工 場数は,昭 和58年 まで一・貫 して増加傾向にあ

った。この58年 をピークとして東京の製造業の工場数は減少傾向に転換す るのであるが
,工 場

数が増加傾向にあった時期 に東京の製造業の産業集積 は,一 つの特徴 を明確 にしなが らの動 き

をみせていたのであった。それは,集 積構造を支える個々の企業の小規模化 とい うことである。

従業員20人 以上の規模 の工場数は昭和30年 代からすでに減少傾向にあ り,従 業員4人 から19

人規模の工場数は40年代 から減少傾向を示す ようになって きていたのである。そ して,従 業員

数1人 から3人 規模の工場数のみが昭和58年 まで一貫 して増加傾向にあ り,東 京の工場数の増

加は,す なわち小零細企業の増加 ということであったのである。この現象か ら,東 京の製造業

の集積構造は,従 業員 ユ人か ら3人 規模 という小零細企業の比率の高い ものとなって きていた

のである。つまり小零細企業層が圧倒的多数を占める,き わめて裾野の広いピラミッド型の階

層構造が形成 されてきたことであ り,そ の小規模企業の階層 を中心に今時の不況の影響が最 も

大 きくなる構造 を形成 して きたのである。

こうした製造業の集積構造が形成 されてきたことにはい くつかの理由がある。一つは,高 度

経済成長期,低 成長期を経る過程でニーズの多様.化,市 場の細分化が進み,新 たなビジネスチ

ャンスが生 まれてきたことで,新 規での創業意欲 を高める土壌ができたということである。そ

こで,独 立開業を図る職人や起業家たちによる小規模企業の創業が増加 してきたのである。そ
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の一方で,中 規模以上の中小製造業では,公 害問題への意識が高 まるなかで,公 害規制が強 ま

り,工 場 を移転す るものが増 えたこと,地 方 に比べ大都市であるが故の地価高騰,人 件費の上

昇によ り,工 場スペース,人 手の確保が難 しく・なったことなどで,そ の工場数 を減少 させてい

ったことなどがあげ られる。そのため,東 京の製造業の集積構造 は,従 業員数1人 か ら3人 規

模 の企業が増加 し,全 体に占める比率を高めてきたのであるω。

この ことが,分 業 関係の再構築 に大 き く影響 を及ぼす ことになる。小規模事業所の増加は,

事業の専門化 を促進することとなっていたのである。昭和59年 にピークを迎えるまでのあいだ,

増加 し続 けてきた従業員数1人 から3人 規模 の企業の創業者は,そ れまで勤めていた企業で培

った技術 ノウハウを背景 として独立開業するケースが多 く,そ の場合,創 業者の技術 ノウハウ

を中心 として事業展開するため幅広 い内容の事業展開 というわけにはいかない。さらに,小 規

模企業であるがゆえに,物 理的にも特定の分野や技術 ノウハウに特化することが条件づけられ

てい くわけであって.分 業携造でみれば,構 造 を深化 させ,裾 野を広 げることにな り,経 済成

長に大いに貢献 して きたことと評価することがで きる。 しか し,景 気が停滞 し,市 場の拡大が

見込 まれない という今 日の不況下において,こ れまで年月 をかけて形成 されてきた集積構造 は,

再認識 しなければならないもの となっている。以下では,集 積構造の変化 と,そ こにおける中

小企業の役割 を捉え,中 小企業 の成長可能性 について考察 してい くことにする。

2.中 小 製造業の集積動 向

東京 を中心 とす る都 市型産業集 積構 造 は,戦 後 高度 経 済成長 を経 て,今 日に至 るあいだ に大

きな変 化 をみせ て きた。今 日の長 期 的不 況が,こ の構 造 に大 きな影響 を もた らす こ とに なって

い るの も,こ れ まで形成 され て きた集積構 造 の特 徴 に よる もの とい える。

そ こで,ま ず東京 の都市型 集積構 造が 形成 されて きた背景 と特徴 につ いてみ てい くこ とにす

る。図1に み られ る ように,東 京 の工場 数 は,昭 和50年 代 まで一貫 して増 加傾 向 をみせ て い る。

しか し,そ の増加傾 向 を支 えて い るのは,従 業員3人 以 下の小 規模 企業 の増加 であ り,中 規 摸

企 業や 大規模 企業 は,横 這 い ない し減少 し続 けて きたので ある。す なわ ち昭和40年 代 ,50年 代

は,集 積構 造 にお いて,事 業 の小規模 化 が進展 した時期 で あ り,集 積構 造 の特 徴付 けが な され

始 め た時期 で あ る。 その特 徴 を分業 関係 的 に意味付 け る と,事 業 の小 規模 化 は,事 業 の専 門化

を促 進 し,分 業 の深化 を もた らす こ ととなる。

高度成 長 を経験 した後 に,ニ ーズが 多様 化 し市 場 が細分 化 し始 め る.なかで は,こ うした変化

は重 要 な意 味 を もっていた とい え る。 さらに,ド ル シ ョック,オ イ ルシ ョック とい う外圧 に よ

る不況 を経験 す る なかで も,小 規模企 業 の活発 な開業 は,企 業の新 陳代謝 を促 進 し,マ クロ的
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には経 済活 力 を維持 す る こ とが可 能であ った。 す なわ ち,経 済環境 に対応 で きる企業 が生 き残

り,経 済環境 に対応 で きる企業 が新 た に登場 す る とい うこ とであ った。高度成 長後の低 成長 期

は,確 か に,経 済 的 には停滞 を余儀 な くされ てはい た ものの
,企 業活力 とい う点 では,今 日以

上 の力 を もってい た ことにな る。

しか し,こ う した状 況 は昭 和50年 代 の後半 か ら様相 を変 え始 め る ことにな る。昭和58年 を ピ

ー ク と して昭和59年 か ら
,東 京の工場 数の減 少傾向 がみ られ る よ うにな った のであ る。新規事

業 の開業 が低 迷 し始 め,同 時 に事 業 の継承 を放棄 す る企 業の増加 が工場 数の減少 とい うこ とに

つ なが ったのであ る。そ れは ,企 業の新 陳代 謝 の停 滞 が始 まった とい うことなのであ る。 そ し

て,こ の こ とは時期 を同 じく して,中 小 企業 の開廃 業率 の逆転 現象 とな って現 れ た。(図2参

照)

図1東 京の工場数の推移
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出所:『 平成7年 版 東京都 中小企業経営自書』

このような新規開業,事 業継承の停滞 をもた らした背景 には,国 内の内的要因として次の よ

うなことがあげ られる。それは,東 京を中心 とした一極集中による地価の高騰,必 要設備の値

上が りなどを原因とす る創業時の最低必要資本量 の増大,く わえて,事 業に対する規制の強化

も大 きく影響 した とみ られる。 さらに,外 圧的要因 として,プ ラザ合意以降の円高の進行 によ

り,国 内生産の優位性が低下 したこともあげてお く必要がある。そ して企業体質とい う点か ら

は,か つての新規開業が活発であった当時の創業者の高齢化が進み,そ の際の後継者難による
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図2開 廃業動向等の変動
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出 所:『 平 成7年 版 中 小 企 業 白 書 』

事業継承難が進展 した ことがあげられる。図3に み られるように今月の経営者の年齢は,50代,

60代 が最 も多 く,こ れに70代 の経営者を くわえると全体のおよそ8Q%と 圧倒的多数 となる。そ

して,高 齢化の進んだこれ らの多 くの企業において,後 継者が未定である企業 と後継者がいな

いとする企業の割合が高い ということが,中小企業における事業継承 の困難さを証明 している。

(図4参 照)

こうした状況を背景 とした工場数の減少は,し だいに経済活力 を停滞 させることになるあた

だ問題だったのは,バ ブル経済 により,こ との重要性が見失われ,水 面下で企業の新陳代謝活

力が停滞 していった現実が捉 えられていなかったことである。それゆえ,バ ブル崩壊 とともに,

それまで水面下で進行 していた活力停滞現象が一気 に噴 き出すことになる。平成不況 とよばれ

る長期的不況下 において,企 業の倒産件数 は増大 し,そ の負債額 も多大 なものになる一方で,

新規開業などの新陳代謝の側面から,企 業にとっての積極 的側面がみ られない状況 となったの

である。

図3経 営者の年齢構成
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出所:『 中小企業の実態調査研究報告書』東京都信用金庫協会研究センター ・平成7年
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3.中 小企 業の分 業構造 にお ける役割

個 々 の企 業 レベ ル で小 規模 化 の進 ん だ集積構 造,そ れ を支 えた小 規模企 業 の 開業 の停 滞 は,

長期 的不況 の なか で,集 積 構造 を大 き く変化 させ る可 能性 を秘 めてい る と ともに,中 小企 業 の

分 業構造 に も影響 を及 ぼす こ ととなる。 す なわ ち,事 業が専 門化 し,分 業が深化 す る ようにな

る と,東 京 に集積 す る中小企 業 に求め られ る役割 も変 化 して きた とい うこ とであ る。

かつ ての大量生 産下 請 とい う もの か ら,高 付 加価 値小 ロ ッ ト晶生産 とい う もので あ り,具 体

的 には小 ロ ッ トの試作 品加工 で,高 度 な技術 力 を必 要 と し,短 納 期 を実現す る とい う ものへ の

変化 で あ る(2)。そ して,従 来の 大量生 産 下請 的性 格 を求め られ る労働 集約 的部 分 に関 しては,

地 方圏 との分 業関係 を構築 す る ことに よ り機 能分担す るこ とに な った。

しか し,そ う した機能 分担 の構 造 は,昭 和60年 の プラザ合 意以 降 の円高傾向 を受 けて,地 方

圏 を越 えてア ジア諸 国へ と広が る こ とに よ り,首 都 圏 ・地 方圏 ・ア ジア諸 国(束 アジア)と い

う三極構 造が 形成 され るこ と とな る。 その結 果,機 能分担 とい う こ とでみ られ た東:京圏 と地方

圏の 関係 に も変化 が お こる こ とにな る。 つ ま り,国 際化 の進展 ともに東京 圏の 中小 企業 と地方

圏の 中小 企業 との間の相 対 的 な格差縮小 が進 む と,三 極構 造 のバ ランスは崩 れ は じめ,産 業 の
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機 能分担 に も障害 が生 まれ る こ とに なる。 かつ て,地 方 圏の 中小 企業 との分 業 におい ては,東

京圏 と地方 圏の賃金 格差,地 価格 遊 を利用 し,東 京 圏で は付加価値 の低 い生 産 を地方ヘ シフ ト

す る とい う狙 いが あ った。 しか し,ア ジア諸国 との分業 関係が深 まる につ れ,地 方 圏の 中小 企

業利用 の相対 的価値 が低 下す る こ ととな り,東 京 圏の企業 を始 めて と して,地 方 圏 を越 えた ア

ジア との分業 関係 に重心 をお く体制 が強 まってい くのであ る。

この動 きに拍:車 をか けて いるのが,人 件費 の増大 とい う事態 であ る。 中小企 業 の経 費増大 の

具体 的 内容 につ いてみ る と,人 件費 の増大 をあげる中小企 業 が,他 の経 費 の増大 をあ げる企 業

に比べ て 多 くなって い るの で あ る(3)。中小 企 業が 人件 費 の増大 を製 品の価 格 に反映 させ れ ば,

低価 格化 をね ら う大 企業 との分 業 関係 に影響 を及 ぼ し,ま す ます アジアの低賃 金労働 力 の魅 力

は強 い もの とな ってい く。特 に,技 術 的 に代 替可能性 の高 い事業分 野 に関 わって いる 中小 企 業

に とっては,ア ジアの低 賃金労働 力 を背景 と した企 業 に とってかわ られて い く可能性 が高 まる

ばか りとなるので あ る。 そ して,こ の動 きは今 まさに勢 い を増 して進行 してい る と言 わなけれ

ば な らない もので あ り,こ う した動 きは,企 業 の経 済性 か らみ て,お こるべ くして お こった動

きと してみ なけれ ば な らない。

ただそ の際 に,今 口 「棲 み分 け」論 と して評価 されて い るグ ローバ ルな分業 システムの再評

価 をせ ざるを得 ない状 況 となるので あ る。今 日の 「棲 み分 け」論 につ いて は,国 内 に本 社機 能

を もち,付 加価値 の高い部 門 と して研 究開発機 能 と,そ の試作 関連 の生産 部 門 を残 し,低 コス

ト追求関連 部 門 につ いて は,海 外 に拠点 を移転 す る とい うふ うに理解 される。 そ して,現 にそ

う した分 業体 制 が形成 され て きてお り,今 日その シス テムが機 能 して い る とい え る。 しか し,

この こ とを長期 的視 点 に立 って みた ときに,国 内 におい てその機能 が円滑 に進 んで い くのか と

い う点 に疑問 を もた ざるを得 な い。

それ は,海 外 の企 業の技 術 レベ ルの急 速 な進 歩 に もみ られ る よ うに,「 棲 み 分け」 論が いつ

まで通用す るの か とい うこ とで もあ る。 海外 に生 産拠点 を移転 した企 業 に とって,そ こでの生

産 能力や 製品 品質の 向上 な どは,・必須 の ものであ る。 それ ゆ え,海 外 の企 業 にたい しての要 求

を高 め る とと もに,技 術 移転,技 術 指導 も当然 お こなわれ る こ とにな る。 それが,海 外企 業の

生産 ノウハ ウ蓄積 力 を速 め させ,長 期 的 には,国 内企業 を追 い抜 く可 能性 を充分 に秘 めてい る

といわ ざるを得 な い。 したが っ て,「 棲 み 分 け」 論 は,そ の 内部 に 自己崩壊 す る要 因 を内包 し

てい る とみ なけ れ ば な らな いので あ る。 そ して,長 期 的視 点 に立て ば,「 生 産現場 のない とこ

ろでは,開 発 能 力 は低 下 し,生 産現 場 のあ る ところに蓄積 の力 が働 く」 とい う経験 的 な捉 え方

は,普 遍性 を もつ もの とい え よう。

図5に み られ る よ うに,日 本 企 業の海外進 出 の増 加,そ して,生 産 の現地化 の進展,現 地 取

引 の増 大が 明 らかで ある。 この こ とは,急 速 に現地 企業 の技 術 レベ ルが 高 まって きてお り,そ
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こには当然 なが ら生 産 ノ ウハ ウが蓄積 され る とい うこ とを意味 してい るので ある。 そ して ,そ

の蓄積 される ノウハ ウは,将 来的 に開発力 につ なが っ てい くもの とい える。 とす れ ば,短 期 的

視 点 に立 っての 「棲 み分 け」 は,長 期 的 には逆 転現象 を招 くとい う可 能性 が高 い とい うこ とな

ので ある。 しか し,現 実 には,分 業 の国際 化 は進展 の 一途 をた ど り,長 期 的 な逆転現 象 を考 え

る よ りも前 に,国 内 の中小 企業 の取引 関係 に変 化 を もた ら してい るの であ る。

図5我 が国の海外投資件数の推移
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図8海 外生産拠点における部品製造能力向上の理由
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4.国 内中小企業の取引関係の変化

現在,ア ジア諸 国 の企 業 と競合 関係 にあ る首都 圏 の 中小企 業 は,上 で述べ たよ うな分業 関係

の 国際 化の なか で,大 きな転換期 を迎 えてい る。 そ の こ とは,当 該企 業 の意識の変 化 と して も

現 れて い る。(財)中 小 企 業総 合研 究 機構 が平 成6年 にお こな った ア ンケ ー ト調 査 に よれば,

中小 製造業 約3,700社 の うち,「 取 引関係 が ドライに な って きた」 と捉 えてい る企 業 が40%を 越

え てお り・「もと もと ドラ イな関係 で あ った」 と捉 えてい る企 業が 約10%と い う結 果が み られ

る。つ ま り,従 来 の 日本 的階層取 引構 造 の なか にみ られ た 「共存 ・共 栄」 とい う意 識が低 下 し

・て いるので あ るω。
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従 来 の階層 的取 引構 造で は,上 位 に位置 す る親企 業 や大 企 業が成長 す る こ とが イコール 中小

企業 に とって も仕事 が増 え,成 長で きる とい う論 理が貫 かれ てい た。 しか し
,こ の論 理 が崩 れ

て きてい る ところに 「共存 ・共栄」 意識 が低 下 し,ド ラ イな取引 関係 の意 識 が強 ま って きてい

るの であ る。都 内 中小 企業 の取引 の現状 をみ る と,販 売先 に関 して も仕入先 に関 して も
,長 期

継 続取 引 をお こなってい る企 業が圧 倒 的多数 であ り,そ う した状況 で,取 引関係 が ドライにな

って くる とい うことは,こ れ までの 長期継 続取 引 になん らかの影響 を与 える ものであ る とい え

よう。つ ま り,大 企業 や親企 業の利 潤確保 の ため に,国 内企 業へ の発注 量 を減少 させ た り,下

請再編 成や系 列再編 成 な どをお こな うよ うに なって きた ので ある。 ただ,こ の こ とは,中 小 企

業 に とって は,自 己の存 立意義 を見直す 契機 とな ってい る よ うに思 われ る。 とい うのは
,こ の

取 引 関係 に関 す る意識 の変化 の なかで,成 長企 業 につ い ては,む しろ 「共存 ・共栄 」 関係 を意

識 す る とい う ものが多 いか らであ る。つ ま り,こ の意識 の変化 には,取 引相手 に とって魅 力 を

感 じさせ る企業 とは関係 を強化 し,魅 力 を感 じない企 業は 関係 を希 薄化 させ て いる とい う実態

が あ るので あ る。

もちろん取引 関係 に 「共存 ・共栄」 意識 が存 在す るこ とが望 ま しいか 否か とい うことが問 題

となるので は な く,そ の意 識 を生 み出 す取引 の実態 にお いての対 応 が求 め られ る こ とを断 って

お か な けれ ば な らないbそ の うえで,あ る 中小 企 業 が取 引先 に魅 力 を感 じさせ
,取 引 関係 に

「共存 ・共 栄」 意識 を維 持す るこ とので きる もの であ るに は,何 が必 要 なの で あろ うか。 そ れ

を可 能 とす る企 業特 質 は どこにあ るか とい うこ とを考 えな くてはな らない。 なぜ な ら
,少 な く

ともそれが,'中 小企 業 の成 長 要因の一 つで あ るこ とは容易 に推 測 され るか らで ある。

'図1
0-1販 売先 との 関係 図10-2仕 入 れ先 との 関係
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5e成 長企業の経営的特質

企業が成長戦略 を可能とする経営体質を考 える際 に,自 社完成品市場 をもつ中小企業 と自社

完成品市場 をもたない企業それぞれについてみていかなければならない。

まず自社完成品市場 をもたない企業であるが,こ れ らの企業 を言い換えれば下請中小企業に

当てはまるものである。これ らの企業 にとって,取 引関係上で成長性 を考える場合には,取 引

相手企業 に魅力 を感 じさせ る企業でなければならない。今 日,取 引先企業が魅力 を感 じるもの

として,下 請中小企業の企画力 ・開発力 を背景 とする提案能力が注 目されている。 さらにその

能力の高い ものは,デ ザイン ・インといわれるように,開 発段階か ら親企業や大企業 と共同で

事業展 開をしてい くもの もでてきている。

これ らの企業が登場 し,成 長可能性 を高めて きた背景 には,次 の ようなことが考 え られる。

ニーズの多様化 と市場の細分化が進むなかで,親 企業や大企業が技術面 において全面的優位性

を維持することがで きな くな り,必 要な技術などを補完することので きる中小企業 との関係 を

維持 しなければならな くなってきた とい うことである。多様化するニーズに対応 して全面的に

技術的投資をおこな うことは,い かに大企業 といえども不可能な もの となって きたのである。

そ こで,そ れぞれの分野 において技術 を蓄積 して きた中小企業の ノウハ ウに依存 しなければな

らないようになって きたのである。 このことを実行するためには,こ れまでの取引企業の見直

しか らは じまり,そ して取引企業の選別行動が,下 請再編であった り系列再編 となっているの

である。それゆえ中小企業の側では,親 企業 などの選別に対 して優位 な立場 に立つ ことので き

る能力をもっことが必要 となるのであ り,ま た親企業が求める能力 をもつ中小企業 に成長可能

性が高 まるということになるのである㈲。

図11取 引先数の変化と成長動向
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次 に完 成 品市場 を もつ 中小 企 業 につい てであ るが,上 に述べ た よ うな企業 の体 質 も含 め て,

従 来 中小 企業経 営 の弱点 と されて きた分野 の強化 をはか らなければ な らない。最 近 の成長企 業

の特 徴 と して,市 場 開拓 や取 引相 手 の多角化 が進 んでいる とい う実態が ある。 もちろん,そ れ

に必 要 な企業 の技 術 的背景 が なければ な らないので あるが,そ の能力 を取引 の場 で発揮 す るた

めの力,す なわ ち営業活 動 の能力 が求め られるのであ る。 こ こで い う営 業活動 の 能力 とは,情

報収 集 力 と情 報発 信力 を強 く意識 した もので ある。 中小企 業 は,こ れ まで生 産 とい う点 で は,

特定 の生 産領域 にお いてス ペ シ ャリス トと しての地位 を築い て きたが,製 品 をいか に流通 チ ャ

ネルにのせ るか とい う点 で は遅 れ ていた とい える。せ っか くの技術 力 を もちなが ら,製 品 の販

売 ルー トを もた ない ために埋 没 して しまうもの も少 な くない。

今,成 長企 業の動 向 をみ る と積極 的 に取 引先 を拡大 した り,市 場 開拓 してい る企 業が多 い と

い う現 実 をみ る限 り,中 小企 業 も 「購 入→ 生産一・販売」 とい う企業 と しての当 た り前の企 業行

動 を自立的 にお こなえ る力 をつ けなけれ ばな らない といえる。 中小 企 業の場合 ,充 分 な営 業活

動 に人手 が まわ らない とい う問題 も抱 えてい るのであるが,今 後 の企業存 立 を考 える と き避 け

る こ とので きない課題 と して受 け とめなけ ればな らない。

注(1)当 時 の小 規模 事業所 の増大 傾 向 につ い て,下 記 を参照 され たい。 山本 真 人 「都 市型 産業 の進

展 と中小企 業」 清 成 ・稲 上 ・安部 ・山本 著 『都 市 型 中小 企業 の新 展 開』 日本経 済新 聞 社 ,1982

4三,P,142。

(2)加 藤秀雄 「大都 市工 業 の新 局面」 関満博 ・西 澤正樹 編 『地域産 業時 代 の政 策』 新評 論,1995

年,P,49。

(3)拙 稿 「転換 を辿 られ る 中小 製 造業」 東 京都信用 金庫協 会 『構 造 変化 と中小 企 業 の経営 適応 行

動 』1995年,P,64G

(4)中 小 企 業総合 研究 機i構i編 『'95中小 製造 業の発展動 向』 同友館,1996年,第4章 参照 。

(5)拙 稿 「中小 企 業 にお け る技 術 戦 略 の必 要性」 『企業 診 断 』6月 号,同 友 館,1994年 ,P26-

P34。
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